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要　旨

近年，全国各地の河川において降雨外力の増大に伴う洪水リスクの増大が懸

念されている．本研究では，2016年北海道豪雨災害にて被害を受けた十勝管内

の河川（音更川を想定）を対象とし，降雨特性の変化と，それに伴う護岸流失・

高水敷侵食特性の変化を把握した．以下の報告には下記テーマについて記載す

る．

（1）�急流河川における将来洪水流量を考慮した河岸侵食特性の検討（久加朋子）

（2）�大量アンサンブル気候データを用いた大雨パターンの分類とその将来変

化（星野剛）
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急流河川における将来洪水流量を 

考慮した河岸侵食特性の検討

久加　朋子1 
Tomoko KYUKA

1 北海道大学大学院工学研究院 特任准教授

要　旨

近年，十勝川水系の将来洪水流量は1.5～1.7倍程度まで変化する可能性が指

摘されており，安全確保の観点からリスクを把握し，それを踏まえた河道計画

を検討しておく必要がある．そこで，本研究では既往研究を発展させ，将来洪

水流量を想定した場合の流路変動特性について数値解析より検討すると共に，

低水路満杯流量程度～高水敷が冠水する規模の流量下における護岸付近の流れ

を再現し，出水時，堤防や護岸の侵食を確実に防御するために考慮すべき場所

の把握を試みた．数値解析結果，音更川の当該区間では流量規模が大きくなる

ほど川幅も大きくなった．ただし，低水路内において川幅は拡幅し続けること

はなく，各ケース一定値に漸近した．これは，流量1.5倍を超えた付近から，

ピーク流量通過後の流路形態が蛇行から複列，あるいは網状流路へ変化し，流

路の拡幅が止まったためである．ただし，この時点で既に堤防決壊している場

合，堤内地に新流路が形成された．一方，水路実験の結果では，流れが高水敷

に乗り上げる場所よりも，流れが本川に戻る場所にて浸食が顕著に表れる傾向

が認められた．したがって，将来洪水流量を考慮した急流河川区間の河道計画

においては，河道内ではある程度蛇行流の移動を許容し得るが，堤防基盤部お

よびその前面を侵食に対しては確実に防御できる構造とすることが肝要とな

る．

《キーワード：蛇行；河岸浸食；流路変動；音更川；将来降雨》
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1.はじめに

気候変動等に伴う降雨特性の変化が顕在化しつつある今日，大規模な出水頻度が増加する可能性を踏

まえ，それに対応する適応策としての治水施設の整備や管理法を検討することは重要な課題である．し

かし，急流河川の一般的な河道計画は，疎通させるべき流量に対応する河積を確保するための断面形状

は規定されているものの，想定される外力による土砂移動を考慮した河道変化とそれに伴う川幅拡幅の

可能性を十分に勘案したうえで策定されているとは言い難い．

河川の急勾配区間では，出水時の流路変動に伴い，河川水位が計画高水位を超えずとも河岸侵食によ

り堤防が侵食され，決壊に至ることが知られている1） 2） 3）．急流河川における流路の蛇行発達は，出水前

の流路形状，流量ハイドログラフ形状，植生繁茂状況，低水護岸等の整備状況，上流からの土砂供給量

など多岐に渡る要因が影響していると考えられる．前報4） では，2016年北海道豪雨災害にて被災した音

更川上流区間（図-1）を対象とし，これまで既往論文でも注目されてきた流量ハイドログラフ形状に着

目し，流量の増加または減少する過程，流量ピーク値自体がどの程度流路変動に影響を与えるかを検討

した．結果，（1） 総流量が同じであればピーク時刻が異なっても類似する平面形状の流路変動と堤防決

壊が生じること，（2） ただし，堤防侵食開始タイミングが異なり，流量を実績よりもゆっくり増加させ

た場合，ピーク流量到達前に決壊することが確認された．これは，河川管理上，非常に危険な状況に該

当するはずである．つまり，これまで音更川を事例とした既往論文3） 4） 5） などでは主に出水後半での蛇行

発達と河岸侵食（破堤）が注目されてきたが，場合によっては出水前半のハイドログラフ形状も堤防侵

食リスクと氾濫規模に大きく影響を与える可能性があることが指摘されたと言える．同時に，前報4） で

は，（3） 当該区間の低水路内の堆積幅の発達は流量400m3/sec程度を超える付近から明瞭に始まることが

確認された．つまり，砂州地形の発達に伴う急激な蛇行化には，初期地形に依存した“ある流量”が存

在する可能性を示されたと言える．

しかしながら，急流河川にみられるような大規模な側方侵食を伴う流路変動のメカニズムには依然と

未解明な部分が多く，たとえば出水規模自体の増大が流路変動特性に与える影響，それに伴う河岸，地

盤，堤防等の侵食リスクの変化など分かっていない部分も多い．十勝川水系の将来洪水流量は1.5～1.7

倍程度まで変化する可能性が指摘6） されており，安全確保の観点からも，こうした状況下でのリスクを

把握し，それを踏まえた河道計画を検討しておくことは肝要である．

そこで，本研究では，今後の急流河川の侵食リスクを推定する手法を確立するための知見を得ること

を目的に，既往論文4） と同じく音更川上流域を対象に将来洪水流量を想定した流量規模の増大が流路変

図-1　音更川上流区間の被災前後の航空写真
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動特性に与える影響について数値解析から検討した．ならびに，水路実験より低水路満杯流量程度～高

水敷が冠水する規模の流量下における護岸付近の流れを再現し，出水時，堤防や護岸の侵食を確実に防

御するために考慮すべき場所の把握を試みた（ただし，水路実験に関しては事前実験かつ未報告の段階

であり，詳細は省略している）．

2.音更川

当該区間（図-1）の諸元は以下の通りである．流域面積は約500 km2，河床勾配は1/120程度と比較的

急勾配であり，河床材料は平均粒径55mmの砂混じりの礫で構成されている．平成28年8月の北海道豪

雨災害では，直線的に整備された区間において流路の蛇行化によって河岸が大きく侵食され，左右岸7

箇所に亘って堤防決壊に至った（図-1c）．出水前の河道は，図-1a）より樹木が繁茂した河川敷地内に

おいてある程度の蛇行は確認できるものの，既設の護岸も相まって比較的安定した河道の様相であった．

しかしながら，既往最大流量を観測した出水により，当該区間では急速な流路変動が生じ，流路の平均

水路幅は2.54倍，流路の最大振幅は1.96倍まで大きく拡大した．当該区間の堤間は約200mほどであった

が，出水後，最も拡幅した河道断面の川幅は298 m程度となった3）．出水後の現地調査によると，当該区

間の堤防接近箇所等には低水路護岸が設置されていたが，出水後には大部分が破壊流失していたことが

確認された．また，痕跡水位調査からは，決壊した堤防はピーク水位時には存在しており外水氾濫を防

いだものの，その後の流量低下時に決壊に至った状況が確認された．

図-2	数値計算条件のハイドログラフ（Case1：実績），

図中の黒丸はCase1と同じ総流量となる時刻を示

す
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2.数値解析

2. 1	数値解析モデル

音更川当該区間を対象とした将来降雨変化に伴う洪水増加を想定し，2016年北海道豪雨災害時の実績

流量ハイドログラフ形状を1.2倍～2.0倍まで増加させた場合における流路変動の応答を数値解析より検

討する．数値解析モデルには，出水中の局所洗堀に伴い植生が流出する条件を追加したiRIC Nays2D

（http://i-ric.org/ja/）を用いた．計算範囲は，既往論文3） 4） と同じく音更川SP1300～SP8600の区間とし，

上流端には比較的川幅変化の認められなかった中央橋付近を選定した．計算格子サイズは縦断方向に7 
m，横断方向に4 mとし，航空写真を参考に植生域を設定した．初期植生密生度および植生が流出する

際の洗堀深は，十勝川水系別支川である札内川における既往の現地調査結果 1） を参考に，各々0.03，0.2 
mを与えた1） 3） 4）．河床材料は，現地調査より得られた平均粒径55 mmの均一粒径とし，マニングの粗度

係数は0.03を与えた．流砂量式は芦田・道上の平衡流砂量式を用い，隣り合うメッシュ間の河床高の差

が安息角以下になるように河岸（堤防）侵食を考慮した．上流端からは平衡流砂量を与え，初期河床高

が変化しない条件とした3） 4）．

2. 2	解析条件

計算ケースの流量ハイドログラフ形状を図-2に示す．図-2に示すCase 1は，2016年8月の再現計算4） で

ある．Case 1では，音更川士幌観測所で得られた実績流量の暫定値（帯広開発建設部）の流量ハイドロ

グラフ形状を与えている．Case 2，Case 3およびCase 4は，Case 1の洪水ピーク流量を1.25倍，1.5倍，2.0

倍までハイドログラフを引き伸ばしている．これらは，仮に将来降雨変化に伴う流出量増大が既往最大

洪水の更新をもたらした場合，流路変動特性および蛇行流路の発達に伴う河岸・堤防侵食リスクがどの

ように変化するか，その特性を把握するものである

3.解析結果と考察（音更川の将来洪水を想定した流路変動特性）

3. 1	総流量が同じ時刻における流路形状

図-3に，Case 1からCase 4の総流量が同じ時刻（図-2に示すハイドログラフの黒点）における河床変

動量コンター図を示す．前報4） では，総流量を統一した条件のもとハイドログラフのピーク時刻のみず

らした場合，計算終了時の流路の平面形状は類似し，堤防侵食箇所もほぼ同じように再現された．一方，

本計算ではピーク流量が異なる（流量規模が異なる）場合，総流量が同じ時刻における流路の平面形状

は明瞭に異なった．

結果を比較すると，本計算条件下ではピーク流量が大きいケース（Case 3およびCase 4）ほど蛇行波

長が延長するものの，蛇行の振幅については顕著な影響が確認されなかった．また，低水路内の河床変

動量に着目すると，ピーク流量が大きいケースほど変化が明瞭で，河床変動量の増分が大きく低水路内

に短時間で多量の土砂が堆積した（図-3，黄色の領域が多量の土砂堆積域を示す）．これは，計算領域

内の測線A-A’断面における通過掃流砂量（図-4）を比較した図から，以下のプロセスが推察される．

まず，低水路内を流れる掃流砂量は，流量増加に伴い増加する（この掃流砂量の増加は流量に対して線

形ではない点に注意）．その後，流量が減衰に転じた際，低水路内にて流しうる掃流砂量が急激に低下

し（図-4），それまで流れていた土砂が多量に砂州上に取り残される．これが，流量ピークを迎えた後，

急激に低水路内の河床変動量の堆積量が増加した要因と言える．
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3. 2	計算終了時における流路形状

図-5および図-6に，Case 1からCase 4の計算終了時の河床変動量コンター図と水深コンター図を示す．

流路の平面形状を比較すると，流量規模の大きいケース（Case 3とCase 4，図-5）では，実測値に近い

ケースに比べ，蛇行流路の平面形状を維持できていないように見える．とくに，最も流量規模の大きい

Case 4では，水深コンター図（図-6d）からも分かる通り，堤防を超えた堤内地側に新たな流路が分岐

している．つまり，Case 4では，現状の堤防で囲まれた「複断面河道内での河道維持対策」を超えた領

域まで流路変動していることが分かる．つまり，本結果によると，音更川当該区間では流量が1.5倍以

上まで増大し，現況の川幅において低水護岸や堤防（堤体と基盤）が出水途中に河岸侵食に伴い流失す

図-4　測線Aにおける積算流量と断面通過掃流砂量の時間変化． 

a) Case 1(実績), b) Case 2(1.25倍), c) Case 3(1.5倍), d) Case 4(2.0倍)

図-3　	実測の河床変動量（H21と災害後のLPデータの差分）と総流量が同時刻（図-2の黒点）の

河床変動量コンター図．

a) Case 1(実績1.0倍), b) Case 2(1.25倍), c) Case 3(1.5倍), d) Case 4(2.0倍)
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るような状況が想定された場合，流路が堤防を越え，流路が低内地において分岐する可能性もあると示

された．これは，当該区間の流路形態の平面形状が約20km上流の糠平ダム（1956年）建設前の流路・

河道形態（https://mapps. gsi.go.jp/contentsImageDisplay.do?specificationId=180604&isDetail=true）に近づ

くことを意味するものである．

図-5　計算終了時（T=83hour）の河床変動量コンター図，

a) Case 1(実績), b) Case 2(1.25倍), c) Case 3(1.5倍), d) Case 4(2.0倍)

図-6　計算終了時（T=83hour）の水深コンター図

a) Case 1(実績), b) Case 2(1.25倍), c) Case 3(1.5倍), d) Case 4(2.0倍)
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3. 3	将来洪水流量を想定した場における川幅拡幅

ここでは，流量規模増大に伴う蛇行流路の平面形状の変化が川幅の拡幅に与える影響を検討する．図

-7に，測線A-A’断面における横断河床形状の時間変化を示す．また，図-8および図-9には，測線A-A’
断面と測線B-B’断面における低水路の河岸侵食幅および積算侵食断面積を示す．なお，この測線B-B’
断面は，流量の大きなケースほど時間経過とともに蛇行部がA-A’断面よりも下流側へ前進したため，

あくまで比較用に示している．

図-7より，各ケースの低水路の最終的な川幅は，前述の流路の平面形状の違いに関わらず，流量規模

が増加するほど大きくなることが分かる．これは，将来降雨流量が増大するほど，それに比例して川幅

拡幅および堤防侵食リスクが高まることを示すものである．

続いて，図-8に示す測線A-A’断面と測線B-B’断面における低水路河岸侵食幅の変化を比較する．図

図-7　測線A-Aにおける横断河床形状の時間変化

a) Case 1(実績), b) Case 2(1.25倍), c) Case 3(1.5倍), d) Case 4(2.0倍)

図-8　低水路の河岸侵食幅，黒点：総流量が同じ時刻を示す，

a) 測線A-A’，b) 測線B-B’（測線A-A’より75m下流地点）

図-9　測線上の侵食領域の積算断面積（m2），黒点：総流量が同じ時刻を示す，

a) 測線A-A’，b) 測線B-B’（測線A-A’より75m下流地点）
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中の黒丸は，総流量が同じ時刻を示している．図-8から分かるとおり，各ケースの低水路の河岸侵食幅

は，流量ピーク値に対応して大きくなることが分かる．ただし，図-8によると，低水路河岸の侵食幅は

ある各ケース一定値付近まで広がると次第に漸近し，拡幅が止まる様子が見てとれる．これは，流量

1.25倍以下のケースでは，既往論文と同じく流量低下に伴い流路蛇行化が停止したためである．一方で，

Case 3とCase 4については，もし仮にCase 1と同じプロセス4） で流路変動が進むと予想した場合，流量低

下時に低水路内に浮州が出現することで流れが偏向し，流量がかなり小さくなるまで更なる蛇行化が進

むはずである．しかし，本計算条件下によると，Case 3とCase 4は計算終了時においても流量が十分大

きい（400m3/sec付近）にも関わらず，Case 1やCase 2よりも先に拡幅が停止した．これは，図-9の測線

上の積算侵食断面積の変化が示すように，流量ピーク通過後，砂州上に急速に土砂が堆積し，低水路全

体の河床高が上昇することで流路形態が蛇行（wandering）から，遷移状態（transition）あるいは網状流

路（braiding）へと変化したためと考えられる．流路が分岐することで流れ場の掃流力が低下し，川幅

拡幅が比較的早い段階で停止したと推察される． 

3. 4	急流河川の河道計画に関する考察

音更川では，2016年北海道豪雨災害やそれ以前においても，計画高水位到達以前に河岸侵食に伴う堤

防決壊を幾度も経験してきた．本検討では，流量規模に応じて川幅の拡幅がどの程度まで発達するかを

比較したところ，やはり流量規模が大きいほど拡幅距離が増大した．ただし，当該区間では流量が2016

年出水の1.5倍規模を超えたあたりから，ピーク流量後に流路形態が変化し，蛇行流路の複列，網状流

路化が始まると同時に，流路拡幅が止まった．ただし，この段階で既に破堤している場合，堤内地にも

新流路が形成された．このことから，急流河川の河道計画においては，河道内ではある程度蛇行流の移

動を許容し得るが，当該箇所の重要度や周辺箇所とのバランス等も踏まえたうえで，堤防基盤部とその

前面を侵食に対して確実に防御できる構造とすることが肝要と言える．これより，たとえ高水敷が侵食

され，低水護岸が流失するような想定外の流量においても，甚大な被害を抑制できるように検討するこ

とが望ましいと考える．

4.水路実験

4. 1	実験水路

ここでは，水路実験にて低水路満杯流量程度～高水敷が冠水する規模の流量下における護岸付近の流

れを再現し，出水時，堤防や護岸の侵食を確実に防御するために考慮すべき場所の把握を試みた（ただ

し，水路実験に関しては事前実験かつ未報告の段階であり，詳細は省略している）．実験水路を図-10に

図-10　実験水路
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示す．水路は北海道大学工学部所有の循環式の可傾斜水路を用い，全長7.6 m，幅1.5 m，勾配1/120の
水路内に一様砂（dm = 0.78 mm）を敷き詰め，水路内には幅40 cmで蛇行部を2波長（蛇行角40°）有す

る初期水路を作成した．低水路の河岸高は左右岸で異ならせ（左岸：3.23 cm，右岸：4.23 cm），左岸側

の高水敷にのみ流れが乗りあがり冠水するようにした．実験での護岸模型は10×10×4 （mm） の角タイ

ルを連結したタイルシートで作成した．

4. 2	実験条件

実験は1ケース実施し，定常流（0.005 m3/s）を45分間通水した．実験開始前と実験終了後には，レー

ザ変位計（KEYENCE社製）を用いて河床高を測定し，各々の数値標高モデル（DEMs）を得た．また，

実験前後を差分することで河床変動量（DoDs）を得た．

図-12　高水敷からの流れと低水路の流れの合流地点の拡大写真，

図-11　水路概要
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4.水路実験結果

低水路満杯流量程度～高水敷が冠水する規模の流量下における護岸付近の流れを再現し，出水時，堤

防や護岸の侵食が生じやすいと推察される場所を確認した．図-11に実験初期と実験終了時の基準点か

らの河床高を示す．

図-11より，実験終了時の流路は低水路が河床上昇し，左岸側の高水敷上に浸食箇所に伴う流路が確

認される．流れが乗り上げた場所は，蛇行部頂部よりも若干下流側であった．また，この蛇行頂部の位

置は時間と共に下流方向へ移動したため，それに伴い，水が乗り上げる場所も時間とともに下流方向へ

移動した．蛇行部では遠心力によって水位が上昇するため，この水位上昇部が主な高水敷への流れの流

入部になった．一方，この高水敷へ乗り上げた流れは比較的護岸に沿って下流へ移動し，次の（下流側

の）蛇行頂部の少し上流側にて，高水敷から低水路へと流れ落ちた．本実験では，高水敷の流れはほぼ

全てこの場所に集中した．この落下する流れと低水路内の流れが合流する場所では，図-12に示すよう

にタイルの剥離が認められた．本実験では，このタイルの剥離と流れとの関係性まで示すことはできな

いものの，上述の音更川（数値計算にて対象とした地点付近）では護岸下部の浸食に伴う河岸崩壊のみ

でなく，護岸そのものの損傷が各所で認められており，今後，護岸の損傷個所と河道内の地形に応答し

た流れ場の特徴との対応関係の比較に関する検討を進める予定である．
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大量アンサンブル気候データを用いた 

大雨パターンの分類とその将来変化

星野　　剛1 
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1 北海道大学大学院工学研究院 博士研究員

要　旨

大量アンサンブル気候データの膨大な降雨パターンをk-means法により分類

し，リスク評価において考慮すべき降雨パターンを把握した．洪水の被害は流

域平均降雨量だけでなく降雨の時空間的なパターンや事前の降雨量などにも依

存するため，リスク評価には膨大な降雨パターンを考慮する必要があるが，こ

れまでに経験した大雨のパターンは限定的である．これに対し，合計で数千年

に及ぶ大量アンサンブルデータは様々な降雨の時空間分布や事前降雨のパター

ンを含むことから，流域平均降雨量だけでなく降雨の時空間分布等を踏まえた

多角的な洪水リスクの評価に適している．本研究では音更川音更基準地点流域

を対象にそれらの膨大な降雨事例のパターンを分類し，対象流域での大雨の特

徴を把握した．また，気候変動が進行後の気候における降雨においても同様の

分類を実施し，将来の気候において頻度が増加する可能性の高い降雨パターン

を分析した．この結果，将来の気候においては時間的に集中的に降る大雨の頻

度が増大することが明らかになった．これは，流量ピークの増大および流量の

増減の勾配がより急になることを意味することから，河川管理においてピーク

流量の増大および流量ハイドログラフの先鋭化を踏まえることが重要となるこ

とを示唆する結果である．

《キーワード：降雨パターン；音更川；d4PDF；k-means法；適応策》
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1.はじめに

平成27年関東・東北豪雨，平成28年北海道・東北地方での豪雨，平成29年7月九州北部豪雨，平成30

年7月西日本豪雨，令和元年東日本台風による豪雨など甚大な被害をもたらす豪雨が毎年のように発生

しており，これまでの経験を上回る大雨に対する備えの重要性が顕在化している．国土交通省北海道開

発局および北海道は2016年の北海道での豪雨災害を受けて専門家委員会1）を設置し，「気候変動による

将来の影響を科学的に予測し，具体的なリスク評価をもとに治水対策を講じるべき」との内容を取りま

とめた．この内容を受けて国土交通省北海道開発局および北海道は「北海道地方における気候変動予測

（水分野）技術検討委員会」2）を設置し，気候予測データに基づき北海道地方における将来の洪水リス

クを定量的に評価した．さらに国土交通省北海道開発局および北海道は令和元年度から「北海道地方に

おける気候変動を踏まえた治水対策技術検討会」3）を設置し，洪水リスク情報に基づく具体的な適応策

の検討を開始している．また，国土交通省本省は平成30年度より「気候変動を踏まえた治水計画に係る

技術検討会」4）を設置し，日本全国を対象に気候変動による大雨の将来変化量を検討している．これら

の専門家委員会においては過去に発生した大雨だけでなく，気候モデルにより作成された大量アンサン

ブル気候予測データに基づいて議論が進められている．このように今後の治水対策を考える上で，将来

の洪水リスクの評価および適応策の検討において大量アンサンブルデータをいかに利用するかが極めて

重要となっている．

前述の専門家委員会においては「地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測データベース」

（d4PDF）5）が用いられた．d4PDFは過去の気候や温暖化進行後の気候における数千年分の気候シミュレ

ーションデータであり，洪水リスクの評価において気候システムの自由度がもたらす極端現象の生起確

率を物理モデルを用いたモンテカルロ手法として推定可能とするものである．我が国ではこれまでの数

十年間に渡る降雨観測から確率降雨等を基軸として治水計画が作られてきた．一方，降雨をもたらす気

候システムの自由度は膨大な大きさを有しており，数十年間で各地域が経験した降雨イベントは限定的

である．大量アンサンブルデータの使用は数十年間の観測に基づいて設定された確率雨量の振れ幅を推

定可能とする6）．また，洪水の被害は降雨の時空間的なパターンや事前の降雨量などにも依存するが，

大量アンサンブルデータ内には様々な降雨の時空間分布や事前降雨のパターンが含まれることから，流

域平均降雨量だけでなく降雨の時空間分布等を踏まえた多角的な洪水リスクの評価が可能となる．この

ように大量アンサンブルデータの利用は洪水リスクの評価に新たな視点を追加しうるものである．

著者らはこれまでにd4PDFを水平解像度5kmへと力学的にダウンスケーリング（DDS）することで観

測された大雨の特徴をよく表すことを明らかにしている6）．本研究では，まず，十勝川帯広基準地点流

域（以降，十勝川流域）を対象に実施したDDSの降雨量が音更川音更基準地点流域（以降，音更川流域）

での洪水リスクの評価に使用可能かを検証した．次に，音更川流域での流域平均降雨強度の時系列デー

タをk-means法により分類した．また，気候変動後の降雨での分類結果と比較することで頻度が増加す

る降雨パターンを調べた．
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2.力学的ダウンスケーリングによる5km解像度の降雨データの作成

本研究ではd4PDF5）を使用した．d4PDFは約60km水平解像度のGlobal Climate Model （GCM）での結果

（d4PDF-60km）とそれを力学的ダウンスケーリングで日本周辺（図-1）を対象に20km水平解像度にし

たデータ（d4PDF-DS20）で構成される．d4PDFの実験は過去実験（Past experiment; 50 ensemble 
members x 60 years （1951-2010））と産業革命前から4℃全休平均気温が上昇自他気候条件である4℃上昇

実験（+4K experiment; 6つの海面水温パターン x 15 ensemble members x 60 years）で構成される．4℃上

昇実験で使用された海面水温はCMIP5のRCP8.5シナリオに基づく6つのパターンで構成される．

支川流域の形状と地形形状を忠実に反映した降雨データを準備するため，本研究では力学的ダウンス

ケーリング（DDS）を実施し，d4PDF-DS20の年最大降雨イベントを5km水平解像度へと変換した．対

象とした降雨イベントはd4PDF-DS20の各年での6/1から12/1までの十勝川流域での72時間累積降雨量

が最大となるイベントとした（本研究ではこのイベントを年最大降雨イベントとした）．DDSには

d4PDF-DS20の作成に用いられた非静力学地域気候モデルNHRCM 7）を用いた．対象領域は北海道周辺

の800x800 km の範囲とした（図-1）．計算格子点数は水平方向に161x161，鉛直方向に50層とした．雲

微物理スキームや地表面スキーム，境界層スキームなどの物理スキームはKawase et al., 20188）と同一と

した．ただし，本研究では標高にグリッド平均値を用いたが，Kawase et al., 20188）はenvelope-type 
mountainsを用いた．また，d4PDF-DS20を初期値と境界値の条件に使用した．DDSの対象期間は各年の

年最大降雨72時間降雨イベントを含む15日間とした．DDSは過去実験の3000イベントと4℃上昇実験の

5400イベントを対象とした．なお，本研究では助走期間として15日間のはじめの5日間を除いた10日間

を対象期間として，この10日間から最大の72時間降雨量を各支川流域から抽出した．DDSの対象は十勝

川流域での年最大72時間降雨イベントであるが，この対象期間（10日間）には音更川音更基準地点流域，

札内川南帯橋基準地点流域，利別川利別基準地点流域（それぞれ以降では音更川流域，札内川流域，利

別川流域）でも大雨を含むことを確認した．図-2に観測値（1951-2010）から抽出した各支川流域での

最大72時間降雨量と十勝川流域と各支川流域での発生日の違いを示す．この図より，ほとんどの大雨イ

図-1	（左）外側の実線はd4PDF-DS20の計算領域，内側の実線はd4PDF-DS5の計算領域を示す．点

線はTCの検出領域を示す．（右）太実線は十勝川流域全体を示し，内側の実線は対象とした支川

流域（十勝川流域，音更川流域，札内川流域，利別川流域）を表す．外側の実線はd4PDF-DS5
の計算領域を示す．色は力学的ダウンスケーリングにおける標高を示す．
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ベント（少なくとも90パーセンタイル以上の降雨イベント）の発生日の相違が1日以下であることがわ

かる．ここからd4PDF-DS5は他の3つの支川流域でも大雨の評価が可能であることがわかる．

図-2	 各支川流域での年最大72時間降雨量と十勝川流域とその他の支川流域での発生時間の差（1951-
2010の観測値）．右上：十勝川流域での降雨量とその他の流域での降雨量の散布図，左上：音更

川流域, 札内川流域, 利別川流域での年最大72時間降雨量の頻度分布（塗りつぶしは十勝川流域

での発生日時の差が1日以内の事例数）．右下：十勝川流域での年最大72時間降雨量の頻度分布．
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本研究では各支川流域での72時間年最大降雨イベントの発生期間中に熱帯低気圧が日本周辺域（図

-1，点線）に存在した場合をTC由来降雨イベント，それ以外の降雨イベントを非TC由来降雨イベント

とした．本研究ではd4PDF-60kmから作成されたTC経路データ （Yoshida et al., 20179）） を使用した．トラ

ッキングアルゴリズムはMurakami et al. （2011） 10）に基づいている．比較対象にはRSMC best trackデータ

を用いた．

図-3に十勝川流域と音更川流域における観測値，d4PDF-DS5の過去実験，4℃上昇実験の年最大降雨

量の頻度分布を示す．同図にはTC由来の大雨を割合も頻度分布に示す．また，アンサンブルメンバー

間での5-95パーセンタイル値も同時に示す．同図より，両流域ともに観測値は概ねd4PDF-DS5過去実

験の5-95パーセンタイル値の幅に位置しており，DDSは妥当な年最大降雨量を計算していることがわか

る．また，4℃上昇実験では両流域ともに年最大降雨量が増大することがわかる．図-4に各支川流域で

のTC由来イベントと非TC由来イベントの90パーセンタイル値を示す．この図よりいずれの支川流域で

もTC由来イベントで大きく，降雨量は支川流域ごとに異なることがわかる．観測値より，最も降雨量

の大きい流域（札内川流域）と最も小さい流域（利別川流域）ではTC由来イベントで80 mm/72 h，非

TC由来イベントで50 mm/72 hの相違がある．また，観測値はd4PDF-DS5の過去実験の値と近く，アン

サンブルメンバー内の5から95パーセンタイル値の間に位置することから，d4PDF-DS5は降雨を議論す

るのに十分な再現性を有していると考えられる．
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図-3　DDS実施後の降雨量の頻度分布（上：十勝川流域，下：音更川流域）
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図-4	 年最大72時間降雨量の90パーセンタイル値．棒グラフは中央値を示し，エラーバーはアンサン

ブルメンバー間での5から95パーセンタイル値を示す．（上図）TC由来降雨イベント，（下図）非

TC由来降雨イベント．
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3. k-means法による降雨パターンの分類	

本研究では音更川流域での年最大72時間降雨イベントをk-means 法11）を用いて，15パターンに分類し

た．k-means 法とは，非階層クラスタリング分析の一種である．非階層クラスタリング分析とは異なる

性質のものが混ざり合った集団から互いに似た性質のものを集め，クラスターを作る方法であり，階層

クラスター分析と異なり，階層的な構造を持たず，あらかじめいくつのクラスターに分けるかを決め，

その数に分割する．K-means 法のアルゴリズムは，まず分割したいクラスター数と同数の重心の初期値

を決める．次に各データと重心との距離を計算し，最も近い重心をそのデータの属するクラスターの重

C1 C2 C3

C4 C5 C6

C7 C8 C9

C10 C11 C1 2

C13 C1 4 C1 5

図-5	 分類された年最大降雨イベントのハイエトグラフ（灰色はd4PDF-DS5，黒実線は観測結果，青

実線はd4PDF-DS5の過去実験の平均値，赤実線はd4PDF-DS5の4℃上昇実験の平均値）
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心とする．その後，各クラスターの新たな重心を求める．再び各データと重心の距離を計算し，データ

を最も近い重心のクラスターに結びつけ，クラスターごとの重心を求める．これを重心が動かなくなる

まで繰り返す．

音更川流域の年最大72時間降雨イベントをk-means法により15パターンに分類した．入力データは72

時間分の流域平均1時間降雨強度とし，降雨の時間分布を分類した．対象とした降雨イベントはある程

度降雨量の大きいイベントを対象とするため，150 mm/72 hrを上回る降雨イベントとした．この条件を

満たす観測値は1976年から2018年の間に12事例存在する（なお，2016年は大きな72時間降雨イベントが

2事例存在していることから2016年のみ2事例（台風9号と台風10号による降雨）を採用した）．過去実験

は452事例，4℃上昇実験は1398事例存在する．

図-5に分類された15事例のハイエトグラフを示す．同図より，鋭い降雨ピークを持たず，弱い雨が継

続するクラスター（C6, C9）や降雨ピークの前に事前降雨があり，その後鋭い降雨ピークを持つクラス

ター（C1, C3, C10）などに分かれていることが確認できる．2016年の台風10号による大雨はC10に含ま

れており，大雨イベントの中でも降雨のピークの鋭いイベントであったことがわかった．各クラスター

の降雨の特徴を定量的に評価するために各対象時間での最大降雨量を算出した．全降雨イベントから得

図-6	 分類された年最大降雨イベントのハイエトグラフ（灰色はd4PDF-DS5，黒実線は観測結果，青

実線はd4PDF-DS5の過去実験の平均値，赤実線はd4PDF-DS5の4℃上昇実験の平均値）

図-7　各クラスターの平均降雨量からの差
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られた結果を図-6に示す．また，各クラスターの平均降雨量の全体での平均値からの差を図-7に示す．

図-7よりC6, C9は短時間の降雨量が少ないことがわかる．また，C4, C12は1から24時間のいずれの降雨

量も卓越していることから，ピーク流量が大きくなりやすい降雨パターンではないかと考えられる．

図-8に各クラスターの1年間での発生確率を示す．同図より，観測値にはC4, C12といった波形の鋭い

降雨パターンが含まれておらず，洪水リスクを議論するのに十分なサンプル数がないことがわかる．

d4PDF-DS5の過去気候と4℃上昇実験における150mm/72hrを上回る年最大降雨の発生頻度はそれぞれ

0.15回/年，0.26回/年であり，1.7倍程度の頻度の増大を示す．図-8より，各降雨パターンの頻度の変化

に着目すると，C6, C9といった短時間の降雨量が小さく，弱い雨が続くなどの降雨の集中度が弱い事例

の頻度はほとんど変わらないことがわかる．これは将来の気候においては比較的弱い雨が続くことによ

る72時間の大雨のリスクは変わらず，時間的に集中的な降雨の頻度が顕著に増大することを示す結果で

あり，今後はそのような集中度が高く，洪水ピーク流量が大きくなりやすく，流量の上昇・下降速度の

早いイベントに対する対策が重要となることを示す結果である．

5.まとめ

大量アンサンブル気候予測データ（d4PDF）を5km解像度に力学的ダウンスケーリングを実施し，音

更川流域における年最大72時間降雨量の降雨パターンを把握した．k-means法により分類した結果，降

雨の時空間的な集中度を反映した分類が実現した．温暖化進行後の降雨では降雨ピークが鋭い時間的に

集中した降雨の頻度が増大することがわかり，降雨量の増大だけでなく降雨パターンの変化にも着目す

る必要が示された．このような降雨のパターンは河岸浸食リスクにも影響することが予想されることか

ら，分類された降雨パターンそれぞれにおけるリスク評価を実施することで被害シナリオの分析や効果

的な対策などに貢献できると考えられる．

図-8　各クラスターの生起頻度
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